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第７章   計画の推進体制

（１）庁内連携体制の充実

子育て支援の取組は、庁内のあらゆる事業分野に関わっています。本計画の推進に当たっては、庁内

の関係部署が充分な連携を図り、庁内横断的に様々な取組を推進する体制の充実を図ります。また、保

育所、認定こども園や幼稚園での生活は、小学校以降の生活と学習の基盤となることから、それぞれの

機関が柔軟にかつ十分に連携し、円滑な就学移行ができるよう支援します。

（２）様々な主体による推進体制づくり

子育て支援は保健、福祉、教育、医療など多岐にわたっており、保育士や幼稚園教諭、保健師、栄養

士など、様々な専門職により支援が行われています。多様化する子育てニーズに適切に対応するため

には、職員の資質や専門性の向上も必要です。さらに、このような専門職だけではなく、地域における

担い手の育成、確保も重要です。地域全体で子育てを支援する意識の醸成を図り、様々な主体が子育て

支援に参画できる体制づくりを推進します。

（３）こどもの意見を施策へ反映するための体制整備

こども基本法では、こどもが関わる幅広い分野の施策の推進において、こどもの意見を反映するこ

とが求められています。こども基本法に基づく本計画の推進に当たっても、こどもの意見聴取と施策

反映を進めていく必要があります。こどもの意見表明の機会の確保と施策への反映を進めるために必

要な体制の整備を行います。

（４）計画の達成状況の点検及び評価

計画の推進に当たっては、施策の推進状況等について、各年度において庁内で点検、評価を実施する

とともに、「府中町子ども・子育て会議」を適宜開催し、子育て支援の取組に対する実施状況を検証し、

今後の取組への反映に努めます。
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１ 府中町子ども・子育て会議設置条例

府中町子ども・子育て会議設置条例

平成25年９月24日条例第21号

（設置）

第１条 子ども・子育て支援法（平成24年法律第65号。以下「法」という。）第72条第１項の規定に基

づき、府中町における子ども・子育て支援に係る施策の推進に関し調査審議等をするため、府中町子

ども・子育て会議（以下「子ども・子育て会議」という。）を置く。

（所掌事務）

第２条 子ども・子育て会議は、法第72条第１項各号に掲げる事務を処理するものとする。

（組織）

第３条 子ども・子育て会議は、委員15人以内で組織する。

２ 委員は、次に掲げる者のうちから、町長が委嘱する。

(１) 子どもの保護者

(２) 子ども・子育て支援に関する関係団体から推薦を受けた者

(３) 子ども・子育て支援に関する事業に従事する者

(４) 子ども・子育て支援に関する学識経験のある者

(５) その他町長が必要と認める者

（委員の任期）

第４条 委員の任期は、２年とする。ただし、欠員が生じた場合における補欠の委員の任期は、前任者

の残任期間とする。

２ 委員は、再任されることができる。

（会長及び副会長）

第５条 子ども・子育て会議に、会長及び副会長を置く。

２ 会長及び副会長は、委員の互選により選任する。

３ 会長は、会務を総理し、会議を代表する。

４ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるとき又は会長が欠けたときは、その職務を代理する。

（会議）

第６条 子ども・子育て会議の会議（以下この条及び次条において「会議」という。）は、会長が招集

し、その議長となる。

２ 会議は、委員の過半数の出席がなければ、これを開くことができない。

３ 会議の議事は、出席した委員の過半数をもって決し、可否同数のときは、議長の決するところによ

る。


